
1.

2. 重要な会計方針

(1)

(2)

(3) リース取引の処理方法

なお、当該事業年度末日における未経過リース料は631,560円である。

(4) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3．

4． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

(単位：円)

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

基本財産

　定期預金 30,000,000 0 0 30,000,000

　国 債 99,899,712 13,886 0 99,913,598

　国 債 99,672,948 19,525 0 99,692,473

　国 債 151,188,159 0 71,289 151,116,870

　三菱東京ＵＦＪ銀行債 50,000,000 0 0 50,000,000

　大阪府債 150,073,018 0 25,800 150,047,218

　普通預金(秋田銀行) 914,482 0 0 914,482

小　計 581,748,319 33,411 97,089 581,684,641

特定資産

　暴力団排除活動推進資産 5,000,000 0 0 5,000,000

　運用資金積立資産 740,799 0 0 740,799

　被害者支援積立資産 2,564,711 0 0 2,564,711

小　計 8,305,510 0 0 8,305,510

合　計 590,053,829 33,411 97,089 589,990,151

リース取引の処理方法は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

会計方針の変更

該当なし

なお、取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は7に記載のとおりである。

財務諸表に対する注記

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）によっている。

固定資産の減価償却方法

取得価額が１０万円以上のものについて、見積耐用年数に基づいて、定額法で償却している。

継続事業の前提に関する注記

該当なし



5. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

(単位：円)

科 目 当 期 末 残 高
(うち指定正味財産
か ら の 充 当 額 )

(うち一般正味財産
か ら の 充 当 額 )

( う ち 負 債 に
対 応 す る 額 )

基本財産

　定期預金 30,000,000 (30,000,000) (       　　    0) (      　　     0)

　国 債 99,913,598 (99,913,598) (       　　    0) (      　　     0)

　国 債 99,692,473 (99,692,473) (       　　    0) (      　　     0)

　国 債 151,116,870 (151,116,870) (       　　    0) (      　　     0)

　三菱東京ＵＦＪ銀行債 50,000,000 (50,000,000) (       　　    0) (      　　     0)

　大阪府債 150,047,218 (150,047,218) (         　　  0) (        　　   0)

　普通預金(秋田銀行) 914,482 (914,482) (       　　    0) (      　　     0)

小　計 581,684,641 (581,684,641) (        　　   0) (         　　  0)

特定資産

　暴力団排除活動推進資産 5,000,000 (        　　   0) (5,000,000) (         　　  0)

　運用資金積立資産 740,799 (        　　   0) (740,799) (         　　  0)

　被害者支援積立資産 2,564,711 (        　　   0) (2,564,711) (         　　  0)

小　計 8,305,510 (         　　  0) (8,305,510) (         　　  0)

合　計 589,990,151 (581,684,641) (8,305,510)   (         　  0)

6.

7. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

(単位：円)

科 目 取 得 価 額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

　車両運搬具 1,980,000 1,979,999 1

　什器備品1 156,870 127,455 29,415

　什器備品2 236,412 19,701 216,711

合　計 2,373,282 2,127,155 246,127

8. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当なし

9. 保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

該当なし

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

該当なし

担保に供している資産



10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)

科 目 帳 簿 価 額 時 価 評 価 損 益

　第62回 利付国債 99,913,598 105,525,800 5,612,202

　第9回 利付国債 99,692,473 115,465,900 15,773,427

　第144回 利付国債 151,116,870 175,409,850 24,292,980

　第35回 三菱東京ＵＦＪ銀行債 50,000,000 53,031,250 3,031,250

　第322回 大阪府債 150,047,218 154,455,000 4,407,782

合　計 550,770,159 603,887,800 53,117,641

11. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし

12. 基金及び代替基金の増減額及びその残高

該当なし

13. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

内 容 金 額

 経常収益への振替額

　基本財産受取利息 7,647,563

合　計 7,647,563

14. 関連当事者との取引の内容

該当なし

15. キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

該当なし

16. 重要な後発事象

該当なし

17. その他

該当なし


